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総人件費については、政府における総人
件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すも
のとすること。
機構の給与水準について、以下のような
観点からの検証を行い、その検証結果や取
組状況については公表するものとするこ
と。
{ 職員の在職地域や学歴構成等の要因を
考慮してもなお国家公務員の給与水準を
上回っていないか。

| 職員に占める管理職割合が高いなど、
給与水準が高い原因について、是正の余
地はないか。

} 国からの財政支出の大きさ、累積欠損
の存在、類似の業務を行っている民間事
業者の給与水準等に照らし、現状の給与
水準が適切かどうか十分な説明ができる
か。

~ その他、給与水準についての説明が十
分に国民の理解の得られるものとなって
いるか。

第４ 業務の質の向上に関する事項
通則法第29条第２項第３号の国民に対して
提供するサービスその他の業務の質の向上に
関する事項は、次のとおりとする。
１ 福祉医療貸付事業（福祉貸付事業）
福祉貸付事業については、国の福祉政策に
即して民間の社会福祉施設等の整備に対し長
期・固定・低利の資金を提供すること等によ
り、福祉、介護サービスを安定的かつ効率的
に提供する基盤整備に資するため、以下の点
に特に留意してその適正な実施に努めるこ
と。
\ 国の福祉政策における政策目標を着実に
推進するため、毎年度、国と協議のうえ、
当該年度における融資の基本方針を定めた
融資方針に基づき、政策優先度に即して効
果的かつ効率的な政策融資を実施するこ
と。

] 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国
の要請等に基づき、災害復旧、制度改正、
金融環境の変化に伴う経営悪化等の緊急時
における資金需要に迅速かつ機動的に対応
する等、民業補完を徹底しつつ、融資対象
の重点化及び必要な融資枠の確保、融資条
件の改善等により、増大する利用者ニーズ
への対応を図ること。

特に、東日本大震災で被災した社会福祉
施設等に対し、引き続き被災地支援に資す
るため復旧・復興資金等の優遇融資を実施
すること。

^ 福祉・介護サービスを安定的かつ効率的
に提供する基盤整備を推進するため、事業
者の施設整備等に関する相談等を適切に実
施することにより、利用者サービスの向上
を図ること。

_ 民業補完の推進の観点から、融資や経営
診断を通じて得たノウハウ等を民間金融機
関に提供するとともに、併せ貸しの一層の
普及に努めること。
なお、併せ貸しの普及にあたっては、併
せ貸しの利用が進んでいない児童福祉事業
及び障害者福祉事業について要因を分析
し、当該分析結果を踏まえて利用の向上に
資する取組を行うものとすること。

` 審査業務及び資金交付業務について利用
者サービスの向上を図ること。

２ 福祉医療貸付事業（医療貸付事業）
医療貸付事業については、国の医療政策に
即して民間の医療施設等の整備に対し長期・
固定・低利の資金を提供すること等により、
医療サービスを安定的かつ効率的に提供する
基盤整備に資するため、以下の点に特に留意
してその適正な実施に努めること。
\ 国の医療政策における政策目標を着実に
推進するため、国と協議のうえ、融資の基
本方針を定めたガイドラインに基づき、政
策優先度に即して効果的かつ効率的な政策
融資を実施すること。

] 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国
の要請等に基づき、災害復旧、制度改正、
金融環境の変化に伴う経営悪化等の緊急時
における資金需要に迅速かつ機動的に対応
する等、民業補完を徹底しつつ、融資対象
の重点化及び必要な融資枠の確保、融資条
件の改善等により、増大する利用者ニーズ
への対応を図ること。
特に、東日本大震災で被災した医療関係
施設等に対し、引き続き被災地支援に資す
るため復旧資金等の優遇措置を実施するこ
と。

^ 医療サービスを安定的かつ効率的に提供
する基盤整備を推進するため、事業者の施
設整備等に関する相談等を適切に実施する
ことにより、利用者サービスの向上を図る
こと。

_ 民業補完の推進の観点から、融資や経営
診断を通じて得たノウハウ等を民間金融機
関に提供すること。

` 審査業務及び資金交付業務について利用
者サービスの向上を図るとともに、病院の
機能や経営状況についての第三者評価結果
を融資審査に活用すること。

３ 福祉医療貸付事業（債権管理）
福祉医療貸付事業における債権管理につい
ては、政策融資としての役割を踏まえ、地域
における社会福祉施設等及び医療施設等の維
持及び存続を図ることを最優先とし、貸付債
権の適正な管理を行うとともに、リスク管理
債権比率の改善に努めつつ、不良債権の処理
を促進するため、以下の点に特に留意してそ
の適正な実施に努めること。
\ 貸付債権の適正な管理
福祉医療貸付事業の貸付債権について、
継続的に貸付先の事業の状況や財務の状況
等を把握するためのフォローアップ調査を
実施するとともに、債権区分別に適切な管
理を行うこと。

] 債権悪化の未然防止の取組
{ 福祉医療経営指導事業等との連携の強
化による債権悪化の未然防止に取組むこ
と。

| 金融機関としての健全性を確保する観
点から、リスク管理債権の発生要因等の
分析を行い、分析結果を貸付関係部に
フィードバックするなど、リスク管理債
権に対する態勢の強化を図ること。

^ 経営が悪化した貸付先等への対応
{ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、
経営が悪化あるいは悪化が懸念される貸
付先に対して、貸出条件緩和等の措置を
講ずることにより、地域における民間の
社会福祉施設等及び医療施設等の経営を
支援すること。

| き損する可能性が高い債権の管理の徹
底を図るとともに、必要に応じて債権保
全措置を的確に実施すること。

４ 福祉医療経営指導事業
福祉医療経営指導事業（集団経営指導（セ
ミナー）及び個別経営診断）については、民
間の社会福祉施設、医療施設の経営者に対し、
公的な立場から経営に関わる正確な情報や有
益な知識を提供し、あるいは経営状況を的確
に診断することにより、福祉、介護、医療サー
ビスを安定的かつ効率的に提供できる施設の
経営を支援するため、以下の点に特に留意し
てその適正な実施に努めること。
\ 集団経営指導（セミナー）については、
施設の健全経営のために必要な情報を広く
施設経営者等に提供すること。
ただし、民間と競合しない企画立案を行
い、施設整備の事業計画の立案及び施設の
機能強化に資する情報等の提供に重点化す
ること。
また、機構が有する病院等の経営指導の
ノウハウについては、民間金融機関等へ普
及を行うこと。

] 施設経営者等が施設の経営状況を的確に
把握し、健全な施設経営を行うことができ
るように、顧客等のニーズを踏まえ施設経
営を支援するための情報の収集・分析・提
供の充実強化に努めるとともに、新規の施
設種別に係る経営指標や診断メニューを策
定すること。特に、福祉医療貸付事業の債
権管理業務と連携し、経営が悪化あるいは
悪化が懸念される施設に対する経営支援に
努めること。

^ 集団経営指導及び個別経営診断の各業務
において、運営費交付金の縮減の観点から
自己収入の拡大に努めること。

５ 社会福祉振興助成事業
社会福祉振興助成事業（以下「助成事業」
という。）については、特定非営利活動法人（Ｎ
ＰＯ）等による民間の創意工夫ある活動や地
域に密着したきめ細かな活動等に対して、効
果的な資金助成を行うことにより、高齢者・
障害者が自立した生活を送れるよう、また、
子どもたちが健やかに安心して成長できるよ
う必要な支援等を行うため、以下の点に特に
留意してその適正な実施に努めること。
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